埼玉県指定ＮＰＯ法人制度の概要
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指定ＮＰＯ法人とは？
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ＮＰＯ法人のうち、県民からの支援を受けているとともに運営組織が適切であるなど、一定の基 準に適合するＮＰＯ法人を県が条例で個別指定する制度です。
指定ＮＰＯ法人のメリットは？
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個人が指定ＮＰＯ法人へ寄附をした場合、個人県民税の寄附金税額控除（注１）を受けることがで きます。
また、指定ＮＰＯ法人は、ＮＰＯ法に基づく「認定ＮＰＯ法人」になるための基準のうち、 ＰＳＴ（パブリック・サポート・テスト）（注２）を満たす法人となります。
なお、指定ＮＰＯ法人は、「埼玉県指定特定非営利活動法人」の名称を使用することができます。
（注１）寄附額から２千円を引いた額の最大４％が個人県民税の税額から控除されます。 控除の対象となる寄附金は総所得額の３０％が上限です。また、控除額は個人県民税の所得割額が上限です。
　　　　※さいたま市にお住いの方は寄附額から２千円を引いた額の最大２％が個人県民税の税額から控除されます（平成29年1月1日～）。
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（注２）認定ＮＰＯ法人のＰＳＴ基準は、①寄附金収入が経常収入額の２０％以上、②３千円以上の寄 附者が年１００人以上、③指定ＮＰＯ法人、のいずれかに該当することとされています。
どのようなＮＰＯ法人が指定を受けることができるの？
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次の（１）から（４）までの基準（注３）にすべて適合（注４）するＮＰＯ法人は、知事に指定の申 出をすることができます。
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（注３）基準の詳細は「埼玉県指定特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例」及び
 「埼玉県指定特定非営利活動法人の指定の手続等に関する条例施行規則」　で規定しています。
（注４）過去５事業年度（初回の申出の場合は２事業年度）にわたって適合していることが必要です。
（１）県内に主たる事務所を置くＮＰＯ法人であること
（２）県内で特定非営利活動の実績を有していること
（３）公益基準として、ア又はイのいずれかに適合すること
ア
経常収入額に占める寄附金等収入の割合が１０％以上で、かつ、自治体や国等の補助事業 や委託事業を年２件以上実施している
イ
３千円以上の寄附者が年５０人以上で、かつ、寄附者数とボランティア（注５）実人数との 合計が年１００人以上
　（注５）上記ボランティアは、当該NPO法人の活動に無償（交通費等の実費の支給を受ける場合を
　　　含む。）で参加し、年４時間以上の役務を提供した（氏名等と住所がわかる）個人又は法人。　　　

（４）運営組織基準（注６）として、次のアからカのすべてに適合すること ア
運営組織及び経理が適切であること
イ
事業活動の内容が適正であること ウ
情報公開を適切に行っていること
エ
事業報告書等を毎年所轄庁に提出していること
オ
法令違反、不正の行為、公益に反する事実等がないこと カ
設立の日から１年を超える期間が経過していること
（注６）ＮＰＯ法に規定されている認定ＮＰＯ法人の運営組織基準とほぼ共通です。
指定の申出方法は？
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  ○
指定基準に適合しているか、あらかじめ「事前チェックシート」で確認をお願いします。
○
指定申出事前チェックシートや 申出に必要な 様式 は「埼玉県ＮＰＯ情報ステーション　NPOコバトンびん」に掲載しています
○
まずは県庁共助社会づくり課へ電話で御相談ください。来庁相談や申出書の提出には、あら かじめ日程の予約をお願いします。
どのように指定されるの？
[image: image8.png]


ＮＰＯ法人からの申出が基準（注３参照）に適合している場合、県議会での議決を経て、個別指定 条例に法人の名称と所在地を記載して指定します。
寄附金控除を受けるには？
指定ＮＰＯ法人に寄附をした方が、個人県民税の寄附金税額控除を受けるためには、指定ＮＰＯ 法人が発行する寄附金受領証明書を添付して、確定申告とは別に市町村へ税の申告をする必要があ ります。

お問い合わせ
埼玉県 共助社会づくり課 総務・ＮＰＯ認証担当 
電話
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